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平成24年度 問題１

 

問題１ 「判例」に関する次の記述のうち、明らかに誤っているものはどれか。 

１ 判例は、一般的見解によれば、英米法系の国では後の事件に対して法的な拘

束力を有する法源とされてきたが、大陸法系の国では法源とはされてこなかっ

た。 

２ 英米法系の国では、判決のうち、結論を導く上で必要な部分を「主文（レイ

シオ・デシデンダイ）｣、他の部分を「判決理由」と呼び、後者には判例法と

しての拘束力を認めない。 

３ 判例という語は、広義では過去の裁判例を広く指す意味でも用いられ、この

意味での判例に含まれる一般的説示が時として後の判決や立法に大きな影響を

与えることがある。 

４ 下級審が 高裁判所の判例に反する判決を下した場合、 高裁判所は申立て

に対して上告審として事件を受理することができる。 

５ 高裁判所が、法令の解釈適用に関して、自らの過去の判例を変更する際に

は、大法廷を開く必要がある。 

  



行政書士 年度別過去問 
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平成24年度 問題２ 

 

問題２ 次に掲げる条文は、いずれも「みなす」の文言が含まれているが、正しい法律

の条文においては「みなす」ではなく「推定する」の文言が用いられているもの

が一つだけある。それはどれか。 

１ 未成年者が婚姻をしたときは、これによって成年に達したものとみなす。

（民法753条） 

２ 移送の裁判が確定したときは、訴訟は、初めから移送を受けた裁判所に係属

していたものとみなす。（民事訴訟法22条３項） 

３ 文書は、その方式及び趣旨により公務員が職務上作成したものと認めるべき

ときは、真正に成立した公文書とみなす。（民事訴訟法228条２項） 

４ 自己の財物であっても、他人が占有し、又は公務所の命令により他人が看守

するものであるときは、この章の罪＊については、他人の財物とみなす。（刑

法242条） 

５ 試験事務に従事する指定試験機関の役員及び職員は、刑法その他の罰則の適

用については、法令により公務に従事する職員とみなす。（行政書士法４条の

７第３項〔一部省略〕） 

（注） ＊ 刑法第三十六章の窃盗及び強盗の罪のこと。 
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平成24年度 問題３

 

問題３ 内閣の「責任」について書かれた次の記述のうち、 も適切なものはどれか。 

１ 日本国憲法における内閣は、衆議院に対してのみ「責任」を負うのであり、

参議院に対しては「責任」を負っていない。 

２ 日本国憲法は内閣の「連帯責任」を強調しており、特定の国務大臣に対して

単独の「責任」を負わせることは認めていない。 

３ 明治憲法では、君主に対する内閣の「連帯責任」のみが規定されており、衆

議院に対する「責任」は想定されていなかった。 

４ 内閣の「責任」のとり方は任意かつ多様であるべきなので、日本国憲法の下

で総辞職が必要的に要求されることはない。 

５ 大臣に対する弾劾制度を認めない日本国憲法においては、内閣に対して問わ

れる「責任」は、政治責任であって狭義の法的責任ではない。 
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平成24年度 問題４ 

 

問題４ 次の記述のうち、憲法の規定に照らし、正しいものはどれか。 

１ 国務大臣は、その在任中、内閣総理大臣の同意がなければ、訴追されない。 

２ 両議院の議員は、法律の定める場合を除いては、国会の会期中逮捕されず、

会期前に逮捕された議員は、開会後直ちにこれを釈放しなければならない。 

３ 両議院の議員は、すべて定期に相当額の報酬を受ける。この報酬は、在任中、

これを減額することができない。 

４ 国務大臣は、議院で行った演説、討論又は表決について、院外で責任を問わ

れない｡ 

５ 国務大臣は、裁判により、心身の故障のために職務を執ることができないと

決定された場合を除いては、問責決議によらなければ罷免されない。 
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平成24年度 問題５

 

問題５ 日本国憲法第７章の財政に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 内閣は、災害救助等緊急の必要があるときは、当該年度の予算や国会が議決

した予備費によることなく、閣議の決定によって財政上必要な支出をすること

ができる。 

２ 内閣は、毎会計年度の予算を作成し、国会に提出して、その審議を受け議決

を経なければならない。 

３ 国の収入支出の決算は、すべて毎年会計検査院がこれを検査し、内閣は、次

の年度に、その検査報告とともに、これを国会に提出しなければならない。 

４ 予見し難い予算の不足に充てるため、国会の議決に基づいて予備費を設け、

内閣の責任でこれを支出することができる。 

５ すべて皇室の費用は、予算に計上することを要し、かつ、国会の議決を経な

ければならない。 
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平成24年度 問題６ 

 

問題６ 次の文章は、ある 高裁判所判決において、国籍取得の際の取り扱いの区別が憲法

14条に違反するか否かにつき、審査するに当たっての基本的考え方を示した部分であ

る。次の記述のうち、この文章から読み取れない内容を述べているものはどれか。 

 憲法10条は、「日本国民たる要件は、法律でこれを定める｡」と規定し、これを受

けて、国籍法は、日本国籍の得喪に関する要件を規定している。憲法10条の規定は、

国籍は国家の構成員としての資格であり、国籍の得喪に関する要件を定めるに当た

ってはそれぞれの国の歴史的事情、伝統、政治的、社会的及び経済的環境等、種々

の要因を考慮する必要があることから、これをどのように定めるかについて、立法

府の裁量判断にゆだねる趣旨のものであると解される。しかしながら、このように

して定められた日本国籍の取得に関する法律の要件によって生じた区別が、合理的

理由のない差別的取扱いとなるときは、憲法14条１項違反の問題を生ずることはい

うまでもない。すなわち、立法府に与えられた上記のような裁量権を考慮しても、

なおそのような区別をすることの立法目的に合理的な根拠が認められない場合、又

はその具体的な区別と上記の立法目的との間に合理的関連性が認められない場合に

は、当該区別は、合理的な理由のない差別として、同項に違反するものと解される

ことになる。 

 日本国籍は、我が国の構成員としての資格であるとともに、我が国において基本

的人権の保障、公的資格の付与、公的給付等を受ける上で意味を持つ重要な法的地

位でもある。一方、父母の婚姻により嫡出子たる身分を取得するか否かということ

は、子にとっては自らの意思や努力によっては変えることのできない父母の身分行

為に係る事柄である。したがって、このような事柄をもって日本国籍取得の要件に

関して区別を生じさせることに合理的な理由があるか否かについては、慎重に検討

することが必要である。 

（ 大判平成20年６月４日民集62巻６号1367頁） 

１ 立法が不合理な差別を行っていないかどうかは、立法目的の合理性、立法目的

と取り扱いの区別との合理的関連性という二点から判断される。 

２ 憲法が国籍法制の内容を立法者の裁量判断に委ねていることに鑑みれば、この

裁量権を考慮してもなお区別の合理性が認められない場合に憲法違反の問題が生

じる。 

３ 憲法の基礎にある個人主義と民主主義の理念に照らせば、人種差別など個人の

尊厳が問題になる場合や、選挙権や表現の自由が問題となる場合には、厳格な審

査が要求される。 

４ 本件で取り扱いの区別の対象となる国籍が社会生活の様々な側面に強い影響を

与える重要な法的地位である以上、区別の合理性を判断する際には慎重な検討が

必要となる。 

５ 取り扱いの区別が、本人の意思や努力によって左右できない事項に基づいて人

を不利益に扱うものである以上、区別の合理性を判断する際には慎重な検討が必

要となる。 
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平成24年度 問題７

 

問題７ 労働組合の活動に関する次の記述のうち、 高裁判所の判例に照らし、妥当な

ものはどれか。 

１ 組合員の生活向上のために、統一候補を決定し、組合を挙げてその選挙運動

を推進することなども労働組合の活動として許されるので、組合の方針に反し

対立候補として立候補した組合員を統制違反者として処分することも許される。 

２ 労働者の権利利益に直接関係する立法や行政措置を促進し、またはこれに反

対する活動は、政治活動としての一面をもち、組合員の政治的思想・見解等と

も無関係ではないが、労働組合の目的の範囲内の活動とみることができるので、

組合員に費用負担などを求めることも許される。 

３ 国民全体の奉仕者である公務員の争議行為を禁止すること自体は憲法に違反

しないが、争議行為をあおる行為の処罰が憲法上許されるのは、違法性が強い

争議行為に対し、争議行為に通常随伴しない態様で行われる場合に限られる。 

４ 公務員の争議行為は禁止されているが、政治的目的のために行われる争議行

為は、表現の自由としての側面も有するので、これを規制することは許されな

い。 

５ 人事院勧告は公務員の争議行為禁止の代償措置であるから、勧告にしたがっ

た給与改定が行われないような場合には、それに抗議して争議行為を行った公

務員に対し懲戒処分を行うことは許されない。 
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平成24年度 問題８ 

 

問題８ 行政法における信頼保護に関する次の記述のうち、 高裁判所の判例に照らし、

正しいものはどれか。 

１ 地方公共団体が、将来にわたって継続すべき一定内容の施策を決定した後に、

社会情勢の変動等が生じたとしても、決定された施策に応じた特定の者の信頼

を保護すべき特段の事情がある場合には、当該地方公共団体は、信義衡平の原

則により一度なされた当該決定を変更できない。 

２ 公務員として採用された者が有罪判決を受け、その時点で失職していたはず

のところ、有罪判決の事実を秘匿して相当長期にわたり勤務し給与を受けてい

た場合には、そのような長期にわたり事実上勤務してきたことを理由に、信義

誠実の原則に基づき、新たな任用関係ないし雇用関係が形成される。 

３ 課税処分において信義則の法理の適用により当該課税処分が違法なものとし

て取り消されるのは、租税法規の適用における納税者間の平等、公平という要

請を犠牲にしてもなお、当該課税処分に係る課税を免れしめて納税者の信頼を

保護しなければ正義に反するといえるような特別の事情が存する場合に限られ

る。 

４ 課税庁が課税上の取扱いを変更した場合において、それを通達の発出などに

より納税者に周知する措置をとらなかったとしても、そのような事情は、過少

申告加算税が課されない場合の要件として国税通則法に規定されている「正当

な理由があると認められる」場合についての判断において考慮の対象とならな

い。 

５ 従来課税の対象となっていなかった一定の物品について、課税の根拠となる

法律所定の課税品目に当たるとする通達の発出により新たに課税の対象とする

ことは、仮に通達の内容が根拠法律の解釈として正しいものであったとしても、

租税法律主義及び信義誠実の原則に照らし、違法である。 
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平成24年度 問題９

 

問題９ 行政契約に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。見解が分かれる場合

は、 高裁判所の判例による。 

１ 行政契約でも、その内容が国民に義務を課したり、その権利を制限するもの

については、法律の留保の原則に関する侵害留保理論に立った場合、法律の根

拠が必要であると解される。 

２ 地方公共団体が、地方自治法上、随意契約によることができない場合である

にもかかわらず、随意契約を行ったとしても、かかる違法な契約は、私法上、

当然に無効となるものではない。 

３ 地方公共団体がごみ焼却場を建設するために、建設会社と建築請負契約を結

んだ場合、ごみ焼却場の操業によって重大な損害が生ずるおそれのある周辺住

民は、当該契約の締結行為について、当該地方公共団体を被告として、抗告訴

訟としての差止めの訴えを提起することができる。 

４ 地方公共団体の長が、指名競争入札の際に行う入札参加者の指名に当たって、

法令の趣旨に反して域内の業者のみを指名する運用方針の下に、当該運用方針

に該当しないことのみを理由に、継続して入札に参加してきた業者を指名競争

入札に参加させない判断をしたとしても、その判断は、裁量権の逸脱、濫用に

は当たらず、違法ではない。 

５ 地方公共団体が、産業廃棄物処理施設を操業する企業との間で、一定の期日

をもって当該施設の操業を停止する旨の公害防止協定を結んだものの、所定の

期日を過ぎても当該企業が操業を停止しない場合において、当該地方公共団体

が当該企業を被告として操業差止めを求める訴訟は、法律上の争訟に該当せず、

不適法である。 
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平成24年度 問題10 

 

問題10 次の文章の空欄 ア ～ オ に当てはまる語句の組合せとして、正しいものはど

れか。 

 許認可等の法効果について法律で規定された事項以外の内容が付加されること

がある。行政法学上、これを、附款という。附款とは、行政行為の効果を制限す

るため、行政庁の意思表示の主たる内容に付加された従たる意思表示であると説

明されている。 

 附款のうち、条件とは、行政行為の効力の発生･消滅を発生 ア 事実にかから

しめる附款である。条件成就により効果が発生する イ 条件と、効果が消滅す

る ウ 条件とに区別される。 

 許認可等を行うに際し、法令により課される義務とは別に作為義務又は不作為

義務を課すことがあるが、これは、負担と呼ばれ、附款の一種であるとされてい

る。条件と負担との相違は、各々の附款に違反した場合の行政処分の効力への影

響にあるとされている。すなわち、ある行政行為に付された附款を条件とみると、

これが満たされない場合、本体たる行政行為の効力に影響が エ ことになる。

一方、負担とみると、これが満たされない場合、本体たる行政行為の効力に影響

が オ ことになる。しかし、条件と負担との区別は実際には困難であるという

意見もある。 

 ア イ ウ エ オ 

１ 不確実な 停止 解除 及ばない 及ぶ 

２ 確実な 停止 解除 及ばない 及ぶ 

３ 確実な 解除 停止 及ぶ 及ばない 

４ 不確実な 解除 停止 及ばない 及ぶ 

５ 不確実な 停止 解除 及ぶ 及ばない 
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平成24年度 問題11 

 

問題11 廃棄物処理法＊に基づく産業廃棄物処理業の許可は、都道府県知事の権限とされ

ているが、それに関する行政手続についての次の記述のうち、妥当なものはどれ

か。ただし、廃棄物処理法には、行政手続に関する特別の定めはない。 

１ 申請に対する処分の手続に関し、当該都道府県の行政手続条例に行政手続法

と異なる定めがあったとしても、この処理業許可の申請の知事による処理につ

いては、行政手続法が適用される。 

２ 国の法律である廃棄物処理法の適用は、全国一律になされるべきであるから、

同法に基づく知事による処理業許可に関する審査基準は、当該都道府県の知事

ではなく、主務大臣が設定することとなる。 

３ 申請に対する処分の審査基準は、行政手続法によって設定が義務付けられた

法規命令であるから、廃棄物処理法に基づき知事がする処理業の許可について

も、その申請を審査基準に違反して拒否すれば、その拒否処分は違法となる。 

４ 一度なされた処理業の許可を知事が取り消す場合には、相手方に対して聴聞

を実施しなければならないが、処理業の許可申請を拒否する処分をする場合に

は、申請者に弁明の機会を付与すべきこととされる。 

５ 提出された処理業の許可申請書の記載に形式上の不備があった場合について

は、知事は、期限を定めて申請者に補正を求めなければならず、直ちに申請を

拒否する処分をすることは許されない。 

（注） ＊ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
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平成24年度 問題12 

 

問題12 行政手続法における意見公募手続に関する定めについての次の記述のうち、妥

当なものはどれか。 

１ 意見公募手続の対象となる命令等は、外部に対して法的拘束力を有するもの

に限られるから、行政処分の基準は含まれるが、行政指導の指針は含まれない。 

２ 意見公募手続における意見提出期間について、やむを得ない理由により、同

法が定める期間を下回ることとされる場合には、その理由を明らかにしなけれ

ばならない。 

３ 意見公募手続を実施して命令等を定めた場合には、その公布と同時期に、そ

の題名や公示日とともに、提出された意見のうち、同一の意見が法定された数

を超えたものについて、その意見を考慮した結果を公示しなければならない。 

４ 意見公募手続を実施して一般の意見を公募した以上、命令等を制定しないこ

とは許されず、命令等を制定して、提出された意見等を公示しなければならな

い。 

５ 意見公募手続を実施した結果、提出された意見が法定された数に満たない場

合には、緊急に命令等を定める必要がある場合を除き、再度の意見公募手続を

実施しなければならない。 

  



伊 藤 塾 

 
-13- 平成24年度 

 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題13 

 

問題13 行政手続に関する次の記述のうち、 高裁判所の判例に照らし、誤っているも

のはどれか。 

１ 行政手続は刑事手続とその性質においておのずから差異があることから、常

に必ず行政処分の相手方等に事前の告知、弁解、防御の機会を与えるなどの一

定の手続を設けることを必要とするものではない。 

２ 公害健康被害補償法＊に基づく水俣病患者認定申請を受けた処分庁は、早期

の処分を期待していた申請者が手続の遅延による不安感や焦燥感によって内心

の静穏な感情を害されるとしても、このような結果を回避すべき条理上の作為

義務を負うものではない。 

３ 一般旅客自動車運送事業の免許拒否処分につき、公聴会審理において申請者

に主張立証の機会が十分に与えられなかったとしても、運輸審議会（当時）の

認定判断を左右するに足る資料等が追加提出される可能性がなかった場合には、

当該拒否処分の取消事由とはならない。 

４ 国税犯則取締法上、収税官吏が犯則嫌疑者に対し質問する際に拒否権の告知

は義務付けられていないが、供述拒否権を保障する憲法の規定はその告知を義

務付けるものではないから、国税犯則取締法上の質問手続は憲法に違反しない。 

５ 教育委員会の秘密会で為された免職処分議決について、免職処分の審議を秘

密会で行う旨の議決に公開原則違反の瑕疵があるとしても、当該瑕疵は実質的

に軽微なものであるから、免職処分の議決を取り消すべき事由には当たらない。 

（注） ＊ 公害健康被害の補償に関する法律 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -14- 

 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題14改題 

 

問題14 行政不服審査法に基づく不服申立てに関する次の記述のうち、法令または判例

に照らし、妥当なものはどれか。 

１ 行政不服申立てにおいては、行政処分の取消しを求めることだけではなく、

公法上の法律関係の確認を求めることも許される。 

２ 行政不服審査法は、不服申立ての対象となる行政処分については、いわゆる

一般概括主義を採用しており、不服申立てをすることができない処分を列挙し

てはいない。 

３ 行政処分について審査請求の申立適格を有するのは、処分の相手方に限られ、

それ以外の第三者は、他の法律に特別の定めがない限り、申立適格を有しない。 

４ 憲法による適正手続の保障の趣旨は、審査請求の審理手続にも及ぶので、そ

の手続においても、口頭弁論主義が原則とされている。 

５ 審査請求の裁決は、書面でしなければならず、緊急を要する場合であっても、

口頭ですることは認められていない。 

  



伊 藤 塾 

 
-15- 平成24年度 

 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題15改題

 

問題15 行政不服審査法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 審査請求が法定の期間経過後にされたものであるとき、その他不適法である

ときは、審査庁は、棄却裁決を行う。 

２ 認容裁決によって、法令に基づく申請を却下する処分を取り消す場合におい

て、処分庁の上級行政庁である審査庁は、当該申請に対して一定の処分をすべ

きものと認めるときは、自ら当該処分をする措置をとる。 

３ 不作為についての審査請求が理由がある場合には、審査庁は、裁決で、当該

不作為が違法又は不当である旨を宣言する。 

４ 不作為についての審査請求が理由がない場合には、審査庁は、裁決で、当該

審査請求を却下する。 

５ 事情裁決は、行政事件訴訟法の定める事情判決と同様、処分が違法であると

きに一定の要件の下で行われるものであって、処分が違法ではなく、不当であ

るにとどまる場合において行われることはない。 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -16- 

 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題16改題 

 

問題16 処分取消訴訟と処分無効確認訴訟に関する次のア～オの記述のうち、正しいも

のの組合せはどれか。 

ア 取消訴訟、無効確認訴訟ともに、行政上の法関係の早期安定を図るという観

点から、出訴期間の定めが置かれているが、その期間は異なる。 

イ 取消判決は第三者に対しても効力を有すると規定されているが、この規定は、

無効確認訴訟には準用されていない。 

ウ 執行停止について、取消訴訟においては執行不停止原則がとられているが、

無効確認訴訟においては執行停止原則がとられている。 

エ 取消訴訟においては、自己の法律上の利益に関係のない違法を理由として取

消しを求めることができないが、この制限規定は、無効確認訴訟には準用され

ていない。 

オ 無効確認訴訟は、取消訴訟の出訴期間経過後において、処分により重大な損

害を生じた場合に限り提起することができる。 

１ ア・ウ 

２ ア・エ 

３ イ・エ 

４ イ・オ 

５ ウ・オ 

  



伊 藤 塾 

 
-17- 平成24年度 

 
 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題17 

 

問題17 行政事件訴訟法９条２項は、平成16年改正において、取消訴訟の原告適格に関

して新設された次のような規定である。次の文章の空欄 ア ～ エ に入る語句の

組合せとして正しいものはどれか。 

 「裁判所は、処分又は裁決の ア について前項＊に規定する法律上の利益の有

無を判断するに当たつては、当該処分又は裁決の根拠となる法令の規定の文言の

みによることなく、当該法令の イ 並びに当該処分において考慮されるべき

ウ を考慮するものとする。この場合において、当該法令の イ を考慮するに

当たつては、当該法令と エ を共通にする関係法令があるときはその イ をも

参酌するものとし、当該 ウ を考慮するに当たつては、当該処分又は裁決がそ

の根拠となる法令に違反してされた場合に害されることとなる ウ 並びにこれ

が害される態様及び程度をも勘案するものとする。」 

 ア イ ウ エ 

１ 相手方 趣旨及び目的 公共の福祉 目的 

２ 相手方以外の者 目的とする公益 利益の内容及び性質 趣旨 

３ 相手方 目的とする公益 相手方の利益 目的 

４ 相手方以外の者 趣旨及び目的 利益の内容及び性質 目的 

５ 相手方以外の者 目的とする公益 公共の福祉 趣旨 

（注） ＊ 行政事件訴訟法９条１項 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -18- 

 
 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題18 

 

問題18 行政事件訴訟法３条２項の「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」

（以下「行政処分」という。）に関する次の記述のうち、 高裁判所の判例に照ら

し、妥当なものはどれか。 

１ 医療法の規定に基づき都道府県知事が行う病院開設中止の勧告は、行政処分

に該当しない。 

２ 地方公共団体が営む簡易水道事業につき、水道料金の改定を内容とする条例

の制定行為は、行政処分に該当する。 

３ 都市計画法の規定に基づき都道府県知事が行う用途地域の指定は、行政処分

に該当する。 

４ （旧）関税定率法の規定に基づき税関長が行う「輸入禁制品に該当する貨物

と認めるのに相当の理由がある」旨の通知は、行政処分に該当しない。 

５ 地方公共団体の設置する保育所について、その廃止を定める条例の制定行為

は、行政処分に該当する。 

  



伊 藤 塾 

 
-19- 平成24年度 

 
 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題19 

 

問題19 以下の文章は、国家賠償法２条１項に言及した 高裁判所判決の一節である。

次の記述のうち、この判決の内容と明らかに矛盾するものはどれか。 

 「国家賠償法二条一項の営造物の設置又は管理の瑕疵とは、営造物が有すべき

安全性を欠いている状態をいうのであるが、そこにいう安全性の欠如、すなわち、

他人に危害を及ぼす危険性のある状態とは、ひとり当該営造物を構成する物的施

設自体に存する物理的、外形的な欠陥ないし不備によつて一般的に右のような危

害を生ぜしめる危険性がある場合のみならず、その営造物が供用目的に沿つて利

用されることとの関連において危害を生ぜしめる危険性がある場合をも含み、ま

た、その危害は、営造物の利用者に対してのみならず、利用者以外の第三者に対

するそれをも含むものと解すべきである。すなわち、当該営造物の利用の態様及

び程度が一定の限度にとどまる限りにおいてはその施設に危害を生ぜしめる危険

性がなくても、これを超える利用によつて危害を生ぜしめる危険性がある状況に

ある場合には、そのような利用に供される限りにおいて右営造物の設置、管理に

は瑕疵があるというを妨げず、したがつて、右営造物の設置・管理者において、

かかる危険性があるにもかかわらず、これにつき特段の措置を講ずることなく、

また、適切な制限を加えないままこれを利用に供し、その結果利用者又は第三者

に対して現実に危害を生ぜしめたときは、それが右設置・管理者の予測しえない

事由によるものでない限り、国家賠償法二条一項の規定による責任を免れること

ができないと解されるのである｡」 

（ 大判昭和56年12月16日民集35巻10号1369頁） 

１ 営造物の利用により利用者に損害が発生したとしても、それが営造物の設

置・管理者の予測しえない事由による場合には、国家賠償法２条１項の責任が

認められないことがある。 

２ 国家賠償法２条１項の営造物の設置又は管理の瑕疵には、営造物を構成する

物的施設自体に物理的・外形的な欠陥がある場合も含まれる。 

３ 営造物の利用により危害を生ぜしめる危険性があり、営造物の設置・管理者

が特段の措置を講ずることなくこれを利用に供した場合であっても、利用者又

は第三者への損害の発生がなければ国家賠償法２条１項の責任は認められない。 

４ 営造物の供用によって利用者に対して危害が生じた場合には国家賠償法２条

１項の責任が認められる余地があるが、第三者に対して危害が生じた場合には

同項の責任が生じる余地はない。 

５ 営造物の利用により危害を生ぜしめる危険性があり、営造物がそのような利

用に供されている場合には、営造物を構成する物的施設自体に物理的な瑕疵が

なくても、国家賠償法２条１項の営造物の設置又は管理の瑕疵があるというこ

とができる。  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -20- 

 
 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題20 

 

問題20 国家賠償制度に関する次の記述のうち、 高裁判所の判例に照らし、正しいも

のはどれか。 

１ 国家賠償法４条に定める「民法の規定」には失火責任法＊も含まれるが、消

防署職員の消火活動上の失火による国家賠償責任については、消防署職員が消

火活動の専門家であることから、失火責任法の適用はない。 

２ 国家賠償法１条１項にいう「公権力の行使」には、公立学校における教師の

教育活動が含まれるが、課外クラブ活動中に教師が生徒に対して行う監視・指

導は「公権力の行使」には当たらない。 

３ 税務署長のした所得税の更正処分が、税務署長が所得金額を過大に認定した

として判決によって取り消された場合、当該更正処分は直ちに国家賠償法１条

１項にいう違法があったとの評価を受ける。 

４ 警察官のパトカーによる追跡を受けて車両で逃走する者が事故を起こして第

三者に損害を与えた場合、損害の直接の原因が逃走車両の運転手にあるとして

も、当該追跡行為は国家賠償法１条１項の適用上違法となり得る。 

５ 同一行政主体に属する数人の公務員による一連の職務上の行為の過程で他人

に損害が生じた場合、被害者が国家賠償を請求するためには、損害の直接の原

因となった公務員の違法行為を特定する必要がある。 

（注） ＊ 失火ノ責任ニ関スル法律 

  



伊 藤 塾 

 
-21- 平成24年度 

 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題21 

 

問題21 国とＡ市との間の紛争に関する次の記述のうち、法令または判例に照らし、正

しいものはどれか。 

１ Ａ市長は、自治事務に関する国の関与に不服があるときは、地方裁判所に対

し、当該関与を行った国の行政庁を被告として、その取消しを求める抗告訴訟

を提起することができる。 

２ Ａ市の法定受託事務に関する国の関与が違法であると認めるときは、国地方

係争処理委員会は、当該関与を行った国の行政庁に対して、理由を付し、期間

を示した上で、必要な措置を講ずべきことを勧告することになる。 

３ 国の所有地内にあるＡ市の物件の撤去を国が求める場合、担当大臣は、Ａ市

長に対して地方自治法所定の国の関与としての代執行の手続をとることになる。 

４ Ａ市情報公開条例に基づき、Ａ市長が国の建築物の建築確認文書について公

開する旨の決定をした場合、当該決定について不服を有する国がこの決定に対

して取消訴訟を提起しても、当該訴訟は法律上の争訟に該当しないとして却下

されることになる。 

５ Ａ市に対する国の補助金交付の決定について、それが少額であるとしてＡ市

が不服をもっている場合、Ａ市が救済を求める際の訴訟上の手段としては、地

方自治法に機関訴訟が法定されている。 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -22- 

 
 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題22 

 

問題22 地方自治法およびその内容に関する次のア～オの記述のうち、誤っているもの

はいくつあるか。 

ア 地方自治法の廃止は、日本国憲法の定めるところにより、住民投票を経て行

わなければならない。 

イ 地方自治法は、その目的として、「地方公共団体の健全な発達を保障するこ

と」をあげている。 

ウ 地方自治法は、「地方自治の本旨」の内容につき、それが「住民自治」と

「団体自治」とを意味すると規定している。 

エ 地方自治法には、地方財政法や地方公務員法等に優先して適用されるとの規

定があり、地方自治の基本法としての位置づけが明確にされている。 

オ 現行の地方自治法は、第二次世界大戦前の（旧）地方自治法を抜本的に改正

して制定されたものである。 

１ 一つ 

２ 二つ 

３ 三つ 

４ 四つ 

５ 五つ 

  



伊 藤 塾 

 
-23- 平成24年度 

 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題23改題 

 

問題23 地方自治法に定める、普通地方公共団体の長と議会との関係に関する次の記述

のうち、誤っているものはどれか。 

１ 議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により特に指定したものは、長

において専決処分にすることができる。 

２ 議会において長の不信任の議決がなされた場合には、長は議会を解散するこ

とができる。 

３ 議会の審議に必要な説明のため議長から出席を求められたときは、原則とし

て、長は議場に出席しなければならない。 

４ 議会の議決が法令に違反すると認められるときは、長は専決処分により、議

決を適法なものとするための是正措置をとることができる。 

５ 議会において法令により負担する経費を削除し又は減額する議決をしたとき

は、その経費及びこれに伴う収入について、長は再議に付さなければならない。 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -24- 

 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題24 

 

問題24 Ｘは、Ａ川の河川敷においてゴルフ練習場を経営すべく、河川管理者であるＹ

県知事に対して、河川法に基づく土地の占用許可を申請した。この占用許可につ

いての次の記述のうち、妥当なものはどれか。 

１ この占用許可は、行政法学上の「許可」であるから、Ｘの申請に許可を与え

るか否かについて、Ｙ県知事には、裁量の余地は認められない。 

２ 申請が拒否された場合、Ｘは、不許可処分の取消訴訟と占用許可の義務付け

訴訟を併合提起して争うべきであり、取消訴訟のみを単独で提起することは許

されない。 

３ Ｙ県知事は、占用を許可するに際して、行政手続法上、同時に理由を提示し

なければならず、これが不十分な許可は、違法として取り消される。 

４ Ｘが所定の占用料を支払わない場合、Ｙ県知事は、行政代執行法の定めによ

る代執行によって、その支払いを強制することができる。 

５ Ｙ県知事は、河川改修工事などのやむをえない理由があれば、許可を撤回で

きるが、こうした場合でも、Ｘに損失が生ずれば、通常生ずべき損失を補償し

なければならない。 

  



伊 藤 塾 

 
-25- 平成24年度 

 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題25 

 

問題25 Ｘは、消費者庁長官に対して、同庁が実施したＡ社の製品の欠陥に関する調査

の記録につき、行政機関情報公開法＊に基づき、その開示を請求したが、消費者庁

長官は、Ａ社の競争上の地位を害するため同法所定の不開示事由に該当するとし

て、これを不開示とする決定をした。この場合についての次の記述のうち、妥当

なものはどれか。 

１ Ｘは、不開示決定に対して、内閣府におかれた情報公開・個人情報保護審査

会に対して審査請求をすることができるが、これを経ることなく訴訟を提起す

ることもできる。 

２ Ｘは、消費者庁長官を被告として、文書の開示を求める義務付け訴訟を提起

することができる。 

３ Ｘは、仮の救済として、文書の開示を求める仮の義務付けを申立てることが

できるが、これには、不開示決定の執行停止の申立てを併合して申立てなけれ

ばならない｡ 

４ Ｘが提起した訴訟について、Ａ社は自己の利益を守るために訴訟参加を求め

ることができるが、裁判所が職権で参加させることもできる。 

５ Ｘは、不開示決定を争う訴訟の手続において、裁判所に対して、当該文書を

消費者庁長官より提出させて裁判所が見分することを求めることができる。 

（注） ＊ 行政機関の保有する情報の公開に関する法律 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -26- 

 
 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題26 

 

問題26 行政裁量に関する次の記述のうち、 高裁判所の判例に照らし、誤っているも

のはどれか。 

１ 建築主事は、一定の建築物に関する建築確認の申請について、周辺の土地利

用や交通等の現状および将来の見通しを総合的に考慮した上で、建築主事に委

ねられた都市計画上の合理的な裁量に基づいて、確認済証を交付するか否かを

判断する。 

２ 法務大臣は、本邦に在留する外国人から再入国の許可申請があったときは、

わが国の国益を保持し出入国の公正な管理を図る観点から、申請者の在留状況、

渡航目的、渡航の必要性、渡航先国とわが国との関係、内外の諸情勢等を総合

的に勘案した上で、法務大臣に委ねられた出入国管理上の合理的な裁量に基づ

いて、その許否を判断する。 

３ 公務員に対して懲戒処分を行う権限を有する者は、懲戒事由に該当すると認

められる行為の原因、動機、性質、態様、結果、影響等のほか、当該公務員の

行為の前後における態度、懲戒処分等の処分歴、選択する処分が他の公務員及

び社会に与える影響等、諸般の事情を考慮した上で、懲戒権者に委ねられた合

理的な裁量に基づいて、処分を行うかどうか、そして処分を行う場合にいかな

る種類・程度を選ぶかを判断する。 

４ 行政財産の管理者は、当該財産の目的外使用許可について、許可申請に係る

使用の日時・場所・目的・態様、使用者の範囲、使用の必要性の程度、許可を

するに当たっての支障または許可をした場合の弊害もしくは影響の内容および

程度、代替施設確保の困難性など、許可をしないことによる申請者側の不都合

または影響の内容及び程度等の諸般の事情を総合考慮した上で、行政財産管理

者に委ねられた合理的な裁量に基づいて、許可を行うかどうかを判断する。 

５ 公立高等専門学校の校長は、学習態度や試験成績に関する評価などを総合的

に考慮し、校長に委ねられた教育上の合理的な裁量に基づいて、必修科目を履

修しない学生に対し原級留置処分または退学処分を行うかどうかを判断する。 

  



伊 藤 塾 

 
-27- 平成24年度 

 
 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題27 

 

問題27 権利能力、制限行為能力および意思能力に関する次の記述のうち、民法および

判例に照らし、妥当なものはどれか。 

１ 胎児に対する不法行為に基づく当該胎児の損害賠償請求権については、胎児

は既に生まれたものとみなされるので、胎児の母は、胎児の出生前に胎児を代

理して不法行為の加害者に対し損害賠償請求をすることができる。 

２ 失踪の宣告を受けた者は、死亡したものとみなされ、権利能力を喪失するた

め、生存することの証明がなされ失踪の宣告が取り消された場合でも、失踪の

宣告後その取消し前になされた行為はすべて効力を生じない。 

３ 成年後見人は、正当な事由があるときは、成年被後見人の許諾を得て、その

任務を辞することができるが、正当な事由がないときでも、家庭裁判所の許可

を得て、その任務を辞することができる。 

４ 成年被後見人の法律行為について、成年後見人は、これを取り消し、または

追認することができるが、成年被後見人は、事理弁識能力を欠く常況にあるた

め、後見開始の審判が取り消されない限り、これを取り消し、または追認する

ことはできない。 

５ 後見開始の審判を受ける前の法律行為については、制限行為能力を理由とし

て当該法律行為を取り消すことはできないが、その者が当該法律行為の時に意

思能力を有しないときは、意思能力の不存在を立証して当該法律行為の無効を

主張することができる。 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -28- 

 
 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題28 

 

問題28 代理人と使者の違いに関する次の記述のうち、民法の規定および判例に照らし、

妥当なものはどれか。 

１ 代理人は本人のために法律行為を行う者であるから、代理人としての地位は、

法律に基づくもののほかは必ず委任契約によらなければならないが、使者は本

人の完了した意思決定を相手方に伝達する者であるから、使者の地位は、雇用

契約、請負契約など多様な契約に基づく。 

２ 代理人は、本人のために法律行為を行う者であるから、代理権の授与のとき

に意思能力および行為能力を有することが必要であるのに対し、使者は、本人

の完了した意思決定を相手方に伝達する者であるから、その選任のときに意思

能力および行為能力を有することは必要ではない。 

３ 代理人は本人のために自ら法律行為を行うのであるから、代理行為の瑕疵は、

代理人について決するが、使者は本人の行う法律行為を完成させるために本人

の完了した意思決定を相手方に伝達するにすぎないから、当該意思表示の瑕疵

は、本人について決する。 

４ 代理人は、与えられた権限の範囲で本人のために法律行為を行うのであるか

ら、権限を逸脱して法律行為を行った場合には、それが有効となる余地はない

のに対し、使者は、本人の完了した意思決定を相手方に伝達するのであるから、

本人の真意と異なる意思を伝達した場合であってもその意思表示が無効となる

余地はない。 

５ 代理人は、法律または本人の意思に基づいて本人のために法律行為を行う者

であるから、本人に無断で復代理人を選任することは認められないのに対し、

使者は、単に本人の完了した意思決定を相手方に伝達するにすぎないから、本

人に無断で別の者を使者に選任することも認められる。 

  



伊 藤 塾 

 
-29- 平成24年度 

 
 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題29 

 

問題29 甲土地を所有するＡは、甲土地に隣接するＢ所有の乙土地を通行している。こ

の場合に関する次の記述のうち、民法の規定および判例に照らし、妥当なものは

どれか。 

１ 甲土地が乙土地に囲まれて公道に通じていない場合、ＡがＢに対して囲繞地

通行権＊を主張するためには、Ａは甲土地の所有権の登記を具備していなけれ

ばならない。 

２ 甲土地と乙土地は元々一筆の土地であったが、分筆によって他の土地に囲ま

れて公道に通じていない甲土地が生じ、これによりＡが乙土地に対する無償の

囲繞地通行権を有するに至った場合において、その後に乙土地がＣに売却され

たとしても、Ａは当然にＣに対してこの通行権を主張することができる。 

３ ＡがＢとの間の賃貸借契約に基づいて乙土地を通行している場合において、

その後に甲土地がＣに売却されたときは、これによりＣも当然に乙土地を通行

することができる。 

４ Ａは、少なくとも20年にわたって、自己のためにする意思をもって、平穏、

かつ、公然と乙土地の一部を通行していれば、Ａ自らが通路を開設していなく

ても、乙土地上に通行地役権を時効取得することができる。 

５ Ａが地役権に基づいて乙土地の一部を継続的に通路として使用している場合

において、その後にＣが通路の存在を認識しながら、または認識可能であるに

もかかわらず認識しないでＢから乙土地を承継取得したときは、Ｃは背信的悪

意者にあたるので、Ａの地役権設定登記がなされていなくても、ＡはＣに対し

て通行地役権を主張することができる。 

（注） ＊ 囲繞地通行権とは、民法210条１項に規定されている「他の土地に

囲まれて公道に通じていない土地」の通行権のことをいう。 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -30- 

 
 

Date 

/ 
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/ 
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/ 

  
平成24年度 問題30 

 

問題30 譲渡担保に関する次の記述のうち、判例に照らし、誤っているものはどれか。 

１ 不動産の譲渡担保において、債権者はその実行に際して清算義務を負うが、

清算金が支払われる前に目的不動産が債権者から第三者に譲渡された場合、原

則として、債務者はもはや残債務を弁済して目的物を受け戻すことはできず、

このことは譲受人が背信的悪意者にあたるときであっても異ならない。 

２ 集合動産の譲渡担保において、債権者が譲渡担保の設定に際して占有改定の

方法により現に存する動産の占有を取得した場合、その対抗要件具備の効力は、

その構成部分が変動したとしても、集合物としての同一性が損なわれない限り、

新たにその構成部分となった動産についても及ぶ。 

３ 集合動産の譲渡担保において、設定者がその目的物である動産につき通常の

営業の範囲を超える売却処分をしたときは、当該譲渡担保の目的である集合物

から離脱したと認められない限り、当該処分の相手方は目的物の所有権を承継

取得することはできない。 

４ 集合債権の譲渡担保において、それが有効と認められるためには、契約締結

時において、目的債権が特定されていなければならず、かつ、将来における目

的債権の発生が確実でなければならない。 

５ 集合債権の譲渡担保において、当該譲渡につき譲渡人から債務者に対して確

定日付のある証書によって通知が行われた場合、その対抗要件具備の効力は、

将来において発生する債権についても及ぶ。 

  



伊 藤 塾 

 
-31- 平成24年度 

 
 

Date

/ 
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/ 
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/ 

  
平成24年度 問題31 

 

問題31 Ａは甲土地についてその売主Ｂとの間で売買契約を締結したが、甲土地には権

利等に瑕疵があった。この場合に関する次の記述のうち、民法の規定および判例

に照らし、妥当なものはどれか。 

１ 甲土地の全部の所有権がＣに属していたことを知りながらＢがこれをＡに売

却した場合において、ＢがＣからその所有権を取得してＡに移転することがで

きないときは、甲土地の全部の所有権がＣに属していたことについて善意のＡ

は、その事実を知った時から１年以内に限り、Ｂに対して、契約を解除して、

損害賠償を請求することができる。 

２ 甲土地の全部の所有権がＣに属していたことを知らずにＢがこれをＡに売却

した場合において、ＢがＣからその所有権を取得してＡに移転することができ

ないときは、Ｂは、契約の時に甲土地の全部の所有権がＣに属していたことに

ついて善意のＡに対して、単に甲土地の所有権を移転できない旨を通知して、

契約の解除をすることができる。 

３ 甲土地の一部の所有権がＣに属していた場合において、ＢがＣからその所有

権を取得してＡに移転することができないときは、Ａは、甲土地の一部の所有

権がＣに属していたことについて善意であるか悪意であるかにかかわりなく、

契約の時から１年以内に限り、Ｂに対して、その不足する部分の割合に応じて

代金の減額請求をすることができる。 

４ 契約の時に一定の面積を表示し、この数量を基礎として代金額を定めてＢが

Ａに甲土地を売却した場合において、甲土地の面積が契約時に表示された面積

よりも実際には少なく、表示された面積が契約の目的を達成する上で特段の意

味を有しているために実際の面積であればＡがこれを買い受けなかったときは、

その面積の不足について善意のＡは、その事実を知った時から１年以内に限り、

Ｂに対して、契約を解除して、損害賠償を請求することができる。 

５ 甲土地についてＣの抵当権が設定されていた場合において、Ａがこれを知ら

ずに買い受けたときに限り、Ａは、Ｂに対して、契約を直ちに解除することが

でき、また、抵当権の行使により損害を受けたときは、その賠償を請求するこ

とができる。 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -32- 
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/ 
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/ 

  
平成24年度 問題32 

 

問題32 無償契約に関する次の記述のうち、民法の規定および判例に照らし、妥当なも

のはどれか。 

１ 定期の給付を目的とする贈与は、贈与者または受贈者の死亡によって、その

効力を失う。 

２ 贈与契約においては対価性を維持する必要がないため、目的物に瑕疵があっ

たとしても、贈与者は、それについて善意であるか悪意であるかにかかわりな

く担保責任を負わない。 

３ 使用貸借においては、借用物の通常の必要費については借主の負担となるの

に対し、有益費については貸主の負担となり、その償還の時期は使用貸借の終

了時であり、貸主の請求により裁判所は相当の期限を許与することはできない。 

４ 委任が無償で行われた場合、受任者は委任事務を処理するにあたり、自己の

事務に対するのと同一の注意をもってこれを処理すればよい。 

５ 寄託が無償で行われた場合、受寄者は他人の物を管理するにあたり、善良な

る管理者の注意をもって寄託物を保管しなければならない。 
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平成24年度 問題33 

 

問題33 Ａは自己所有の甲建物をＢに賃貸し（以下、この賃貸借を「本件賃貸借」とい

う。）、その際、ＢがＡに対して敷金（以下、「本件敷金」という。）を交付した。

この場合に関する次の記述のうち、民法の規定および判例に照らし、妥当なもの

はどれか。 

１ 本件賃貸借において、Ｂが甲建物のために必要費および有益費を支出した場

合、特約がない限り、Ｂはこれらの費用につき、直ちにＡに対して償還請求す

ることができる。 

２ ＢがＡの承諾を得て本件賃貸借に基づく賃借権をＣに譲渡した場合、特段の

事情がない限り、ＡはＢに対して本件敷金を返還しなければならない。 

３ ＢがＡの承諾を得て甲建物をＤに転貸したが、その後、Ａ・Ｂ間の合意によ

り本件賃貸借が解除された場合、Ｂ・Ｄ間の転貸借が期間満了前であっても、

ＡはＤに対して甲建物の明渡しを求めることができる。 

４ ＢがＡの承諾を得て甲建物をＥに転貸したが、その後、Ｂの賃料不払いによ

り本件賃貸借が解除された場合、Ｂ・Ｅ間の転貸借が期間満了前であれば、Ａ

はＥに対して甲建物の明渡しを求めることはできない。 

５ ＡがＦに甲建物を特段の留保なく売却した場合、甲建物の所有権の移転とと

もに賃貸人の地位もＦに移転するが、現実にＦがＡから本件敷金の引渡しを受

けていないときは、Ｂ・Ｆ間の賃貸借の終了時にＦはＢに対して本件敷金の返

還義務を負わない。 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -34- 
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Date

/ 

  
平成24年度 問題34 

 

問題34 不法行為に基づく損害賠償に関する次のア～オの記述のうち、民法の規定およ

び判例に照らし、妥当なものの組合せはどれか。 

ア Ａの運転する自動車がＡの前方不注意によりＢの運転する自動車と衝突して、

Ｂの自動車の助手席に乗っていたＢの妻Ｃを負傷させ損害を生じさせた。Ｃが

Ａに対して損害賠償請求をする場合には、原則としてＢの過失も考慮される。 

イ Ａの運転する自動車と、Ｂの運転する自動車が、それぞれの運転ミスにより

衝突し、歩行中のＣを巻き込んで負傷させ損害を生じさせた。ＣがＢに対して

損害賠償債務の一部を免除しても、原則としてＡの損害賠償債務に影響はない。 

ウ Ａ社の従業員Ｂが、Ａ社所有の配達用トラックを運転中、運転操作を誤って

歩行中のＣをはねて負傷させ損害を生じさせた。Ａ社がＣに対して損害の全額

を賠償した場合、Ａ社は、Ｂに対し、事情のいかんにかかわらずＣに賠償した

全額を求償することができる。 

エ Ａの運転する自動車が、見通しが悪く遮断機のない踏切を通過中にＢ鉄道会

社の運行する列車と接触し、Ａが負傷して損害が生じた。この場合、線路は土

地工作物にはあたらないから、ＡがＢ鉄道会社に対して土地工作物責任に基づ

く損害賠償を請求することはできない。 

オ Ａの運転する自動車がＡの前方不注意によりＢの運転する自動車に追突して

Ｂを負傷させ損害を生じさせた。ＢのＡに対する損害賠償請求権は、Ｂの負傷

の程度にかかわりなく、また、症状について現実に認識できなくても、事故に

より直ちに発生し、３年で消滅時効にかかる。 

１ ア・イ 

２ ア・エ 

３ イ・オ 

４ ウ・エ 

５ ウ・オ 
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/ 
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/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題35

 

問題35 Ａは2010年10月１日に死亡したが、Ａには、Ｄに対する遺贈以外の遺言はなく、

その死亡時に妻Ｂ、長男Ｃ、長女Ｄおよび次男Ｅがいた。この場合についての次

のア～オの記述のうち、民法の規定および判例に照らし、誤っているものはいく

つあるか。 

ア Ｂが2010年10月１日にＡの死亡を知った場合において、Ｂは、その時から３

ヶ月以内に単独で限定承認をすることができ、相続人全員で共同してする必要

はない。 

イ Ｃの相続権が侵害された場合に、ＣがＡの死亡の時から５年以内に相続回復

請求権を行使しないときは、同請求権は、時効によって消滅する。 

ウ ＤがＡから遺贈を受けた場合には、Ａが死亡の時において有した財産の価額

に遺贈の価額を加えたものを相続財産とみなし、Ｄの法定相続分の中からその

遺贈の価額を控除した残額をもってＤの相続分とする。 

エ Ｅが、生前Ａに対して虐待をし、またはＡに重大な侮辱を加えた場合には、

Ｅは、欠格者として相続人となることができない。 

オ Ａの死亡の時から５年以内にＢ、Ｃ、Ｄ、Ｅの協議により遺産分割がなされ

ない場合には、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅは、全員で家庭裁判所に対し遺産分割を申し立

てなければならない。 

１ 一つ 

２ 二つ 

３ 三つ 

４ 四つ 

５ 五つ 

  



行政書士 年度別過去問 
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Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題36 

 

問題36 商人間において、その双方のために商行為となる行為によって生じた債権が弁

済期にあるときは、当事者の別段の意思表示がない限り、債権者は一定の要件の

下で、留置権（いわゆる商人間の留置権）を行使することができる。この「一定

の要件」に関する次の記述のうち、商法の規定に照らし、正しいものはどれか。 

１ 債権が留置の目的物に関して生じたものではなく、かつ、目的物が債務者と

の間における商行為によらないで債権者の占有に属した物であってもよいが、

目的物が債務者所有の物であることを要する。 

２ 留置の目的物が債務者との間における商行為によらないで債権者の占有に属

した物であってもよいが、債権が目的物に関して生じたものであり、かつ、目

的物が債務者所有の物であることを要する。 

３ 債権が留置の目的物に関して生じたものではなく、かつ、目的物が債務者所

有の物でなくてもよいが、目的物が債務者との間における商行為によって債権

者の占有に属した物であることを要する。 

４ 債権が留置の目的物に関して生じたものでなくてもよいが、目的物が債務者

との間における商行為によって債権者の占有に属した物であり、かつ、目的物

が債務者所有の物であることを要する。 

５ 留置の目的物が債務者所有の物でなくてもよいが、債権が目的物に関して生

じたものであり、かつ、目的物が債務者との間における商行為によって債権者

の占有に属した物であることを要する。 
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Date 
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平成24年度 問題37 

 

問題37 株式会社の設立に関する次のア～オの記述のうち、妥当でないものの組合せは

どれか。 

ア 発起人以外の設立時募集株式の引受人が金銭以外の財産を出資の目的とする

場合には、その者の氏名または名称、目的となる財産およびその価額等を定款

に記載または記録しなければ、その効力を生じない。 

イ 発起人が会社のために会社の成立を条件として特定の財産を譲り受ける契約

をする場合には、目的となる財産、その価額および譲渡人の氏名または名称を

定款に記載または記録しなければ、その効力を生じない。 

ウ 会社の成立により発起人が報酬その他の特別の利益を受ける場合には、報酬

の額、特別の利益の内容および当該発起人の氏名または名称を定款に記載また

は記録しなければ、その効力を生じない。 

エ 会社の設立に要する費用を会社が負担する場合には、定款の認証手数料その

他会社に損害を与えるおそれがないものを除いて、定款に記載または記録しな

ければ、その効力を生じない。 

オ 会社がその成立後２年以内に当該会社の成立前から存在する財産であって事

業のために継続して使用するものを純資産の額の５分の１以上に当たる対価で

取得する場合には、定款を変更して、目的となる財産、その価額および譲渡人

の氏名または名称を定款に記載または記録しなければ、その効力を生じない。 

１ ア・イ 

２ ア・オ 

３ イ・ウ 

４ ウ・エ 

５ エ・オ 
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Date 
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/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題38改題

 

問題38 公開会社ではない取締役会設置会社（監査役設置会社、監査等委員会設置会社

及び指名委員会等設置会社を除く。）の株主の権利に関する次の記述のうち、誤っ

ているものはどれか。 

１ 総株主の議決権の100分の３以上の議決権を有する株主は、取締役に対して、

株主総会の目的である事項および招集の理由を示して、株主総会の招集を請求

することができる。 

２ 取締役が法令または定款に違反する行為をするおそれがある場合で、当該行

為によって会社に著しい損害が生じるおそれがあるときには、株主は、当該取

締役に対して、当該行為の差止めを請求することができる。 

３ 取締役が法令または定款に違反する行為をするおそれがあると認めるときに

は、株主は、取締役に対して、取締役会の招集を請求することができる。 

４ 株主は、その権利を行使するために必要があるときには、会社の営業時間内

は、いつでも取締役会議事録の閲覧を請求することができる。 

５ 総株主の議決権の100分の３以上の議決権を有する株主は、その権利を行使

するために必要があるときには、裁判所の許可を得て、会計帳簿の閲覧を請求

することができる。 
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平成24年度 問題39改題

 

問題39 監査役設置会社および指名委員会等設置会社に関する次のア～オの記述のうち、

いずれの会社についても、正しいものの組合せはどれか。 

ア 会社を代表する代表取締役または代表執行役は、取締役会で選定しなければ

ならない。 

イ 取締役会決議により、会社の業務の執行を取締役に委任することができる。 

ウ 定款の定めにより、多額の借財の決定を株主総会決議に委ねることができる。 

エ 取締役会決議により、多額の借財の決定を取締役または執行役に委任するこ

とができる。 

オ 取締役および社外取締役の員数の要件を満たせば、多額の借財の決定を特別

取締役からなる取締役会に委譲することができる。 

１ ア・イ 

２ ア・ウ 

３ イ・オ 

４ ウ・エ 

５ エ・オ 
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Date
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平成24年度 問題40 

 

問題40 吸収合併に関する次の記述のうち、会社法の規定および判例に照らし、正しい

ものはどれか。 

１ 吸収合併は、株式会社と持分会社との間で行うこともできるが、株式会社を

消滅会社とする場合には、社員の責任の加重など複雑な法律問題が生じるため、

株式会社が存続会社とならなければならない。 

２ 吸収合併存続会社は、消滅会社の株主に対して、消滅会社の株式に代えて存

続会社の株式を交付し、消滅会社のすべての株主を存続会社の株主としなけれ

ばならない。 

３ 吸収合併存続会社の株主総会において、消滅会社の債務の一部を承継しない

旨の合併承認決議が成立しても、債務を承継しない旨の条項は無効であって、

すべての債務が存続会社に承継される。 

４ 吸収合併存続会社の株主で当該吸収合併に反対した株主が株式買取請求権を

行使し、当該会社が分配可能額を超えて自己株式を取得した場合には、当該会

社の業務執行者は、取得対価につき支払義務を負う。 

５ 財務状態の健全な会社を存続会社として吸収合併を行う場合には、消滅会社

の債権者の利益を害するおそれがないことから、消滅会社の債権者は、消滅会

社に対し、当該合併について異議を述べることはできない。 
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平成24年度 問題41 

 

問題41 次の文章は、公教育をめぐる２つの対立する考え方に関する 高裁判所判決の

一節（一部を省略）である｡空欄 ～ に当てはまる語句を、枠内の選択肢

（１～20）から選びなさい。 

 一の見解は、子どもの教育は、親を含む国民全体の共通関心事であり、公教育

制度は、このような国民の期待と要求に応じて形成、実施されるものであつて、

そこにおいて支配し、実現されるべきものは国民全体の教育意思であるが、この

国民全体の教育意思は、憲法の採用する議会制民主主義の下においては、国民全

体の意思の決定の唯一のルートである国会の法律制定を通じて具体化されるべき

ものであるから、法律は、当然に、公教育における についても包括的にこ

れを定めることができ、また、教育行政機関も、法律の授権に基づく限り、広く

これらの事項について決定権限を有する、と主張する。これに対し、他の見解は、

子どもの教育は、憲法二六条の保障する子どもの教育を受ける権利に対する責務

として行われるべきもので、このような責務をになう者は、親を中心とする国民

全体であり、公教育としての子どもの教育は、いわば親の教育義務の共同化とも

いうべき性格をもつのであつて、それ故にまた、教基法＊一○条一項も、教育は、

国民全体の信託の下に、これに対して直接に責任を負うように行われなければな

らないとしている、したがつて、権力主体としての国の子どもの教育に対するか

かわり合いは、右のような国民の教育義務の遂行を側面から助成するための

に限られ、子どもの については、国は原則として介入権能をもたず、

教育は、その実施にあたる教師が、その としての立場から、国民全体に対

して教育的、文化的責任を負うような形で、……決定、遂行すべきものであり、

このことはまた、憲法二三条における学問の自由の保障が、学問研究の自由ばか

りでなく、 をも含み、 は、教育の本質上、高等教育のみならず、普通

教育におけるそれにも及ぶと解すべきことによつても裏付けられる、と主張する

のである。 

（ 大判昭和51年５月21日刑集30巻５号615頁） 

１ 初等教育 ２ 教科書検定 ３ 諸条件の整備 ４ 教授の自由 

５ 教育公務員 ６ 第三者 ７ 教科用図書 ８ 学習指導要領 

９ 教育専門家 10 教育の内容及び方法 11 研究者 12 管理者 

13 中等教育 14 学習権 15 懲戒権 16 私立学校の自治 

17 大学の自治 18 公の支配 19 職務命令 20 指揮監督 

（注） ＊ 教育基本法 

  

ア エ

ア

イ ア 

ウ

エ エ 
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平成24年度 問題42 

 

問題42 次の文章は、学校行事において教職員に国歌の起立斉唱等を義務付けることの

是非が争われた 高裁判所判決の一節（一部を省略）である。空欄 ア ～ エ に

当てはまる語句を、枠内の選択肢（１～20）から選びなさい。 

 本件 ア は、……学習指導要領を踏まえ、上級行政機関である都教委＊が関係

下級行政機関である都立学校の各校長を名宛人としてその職務権限の行使を指揮

するために発出したものであって、個々の教職員を名宛人とするものではなく、

本件 イ の発出を待たずに当該 ア 自体によって個々の教職員に具体的な義務

を課すものではない。また、本件 ア には、……各校長に対し、本件 イ の発

出の必要性を基礎付ける事項を示すとともに、教職員がこれに従わない場合は服

務上の責任を問われることの周知を命ずる旨の文言があり、これらは国歌斉唱の

際の起立斉唱又はピアノ伴奏の実施が必要に応じて イ により確保されるべき

ことを前提とする趣旨と解されるものの、本件 イ の発出を命ずる旨及びその

範囲等を示す文言は含まれておらず、具体的にどの範囲の教職員に対し本件

イ を発するか等については個々の式典及び教職員ごとの個別的な事情に応じ

て各校長の ウ に委ねられているものと解される。そして、本件 ア では、上

記のとおり、本件 イ の違反について教職員の責任を問う方法も、 エ に限定

されておらず、訓告や注意等も含み得る表現が採られており、具体的にどのよう

な問責の方法を採るかは個々の教職員ごとの個別的な事情に応じて都教委の

ウ によることが前提とされているものと解される。原審の指摘する都教委の

校長連絡会等を通じての各校長への指導の内容等を勘案しても、本件 ア それ

自体の文言や性質等に則したこれらの ウ の存在が否定されるものとは解され

ない。したがって、本件 ア をもって、本件 イ と不可分一体のものとしてこ

れと同視することはできず、本件 イ を受ける教職員に条件付きで エ を受け

るという法的効果を生じさせるものとみることもできない。 

（ 一小判平成24年２月９日裁判所時報1549号４頁） 

１ 分限処分 ２ 処分基準 ３ 行政罰 ４ 同意 

５ 行政指導 ６ 指示 ７ 法規命令 ８ 職務命令 

９ 指導指針 10 下命 11 懲戒処分 12 監督処分 

13 政治的判断 14 執行命令 15 告示 16 審査基準 

17 裁量 18 勧告 19 通達 20 行政規則 

（注） ＊ 東京都教育委員会 
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平成24年度 問題43 

 

問題43 次の文章の空欄 ア ～ エ に当てはまる語句を、枠内の選択肢（１～20）から

選びなさい。 

 ア 法上の基礎概念である イ は、大きく二つの類型に分類して理解されて

いる。一つは、行政主体とその外部との関係を基準として捉える作用法的 イ 

概念である。例えば、行政処分を行う ウ がその権限に属する事務の一部をそ

の エ である職員に委任し、またはこれに臨時に代理させて、私人に対する権

限行使を行うような場合、この ウ と エ という区分は、上記の作用法的

イ 概念に基づくものである。もう一つは、各々の イ が担当する事務を単位

として捉える事務配分的 イ 概念である。この概念は、現行法制の下では、国

家 ア 法のとる制定法上の イ 概念であって、行政事務を外部関係・内部関係

に区分することなく全体として把握するとともに、さまざまな行政の行為形式を

現実に即して理解するために適している。 

１ 行政指導 ２ 行政訴訟 ３ 損失補償 ４ 公務員 

５ 行政委員会 ６ 諮問機関 ７ 責任者 ８ 賠償 

９ 警察 10 行政庁 11 行政代執行 12 土地収用 

13 内閣 14 行政手続 15 補助機関 16 行政機関 

17 参与機関 18 行政救済 19 行政組織 20 法治主義 
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/ 
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/ 
 

Date
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平成24年度 問題44 

 

問題44 Ｘは、Ａ県Ｂ市内に土地を所有していたが、Ｂ市による市道の拡張工事のため

に、当該土地の買収の打診を受けた。Ｘは、土地を手放すこと自体には異議がな

かったものの、Ｂ市から提示された買収価格に不満があったため、買収に応じな

かった。ところが、Ｂ市の申請を受けたＡ県収用委員会は、当該土地について土

地収用法48条に基づく収用裁決（権利取得裁決）をした。しかし、Ｘは、この裁

決において決定された損失補償の額についても、低額にすぎるとして、不服であ

る。より高額な補償を求めるためには、Ｘは、だれを被告として、どのような訴

訟を提起すべきか。また、このような訴訟を行政法学において何と呼ぶか。40字

程度で記述しなさい。 

（下書用）                                                                             10                                             15 

               

               

               

 
  



伊 藤 塾 

 
-45- 平成24年度 

 
 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題45 

 

問題45 ＡがＢに金銭を貸し付けるにあたり、書面により、Ｃが保証人（Ｂと連帯して

債務を負担する連帯保証人ではない｡）となり、また、Ｄが物上保証人としてＤ所

有の土地に抵当権を設定しその旨の登記がなされた。弁済期を徒過したので、Ａ

は、Ｂに弁済を求めたところ、Ｂは、「ＣまたはＤに対して請求して欲しい」と応

えて弁済を渋った。そこで、Ａは、Ｄに対しては何らの請求や担保権実行手続を

とることなく、Ｃに対してのみ弁済を請求した。この場合において、Ｃは、Ａの

請求に対し、どのようなことを証明すれば弁済を拒むことができるか。40字程度

で記述しなさい。 

（下書用）                                                                             10                                             15 

               

               

               

 
  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -46- 

 
 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題46 

 

問題46 次の文章は遺言に関する相談者と回答者の会話である。〔        〕の

中に、どのような請求によって、何について遺言を失効させるかを40字程度で記

述しなさい。 

相談者「今日は遺言の相談に参りました。私は夫に先立たれて独りで生活してい

ます。亡くなった夫との間には息子が一人おりますが、随分前に家を出て

一切交流もありません。私には、少々の預金と夫が遺してくれた土地建物

がありますが、少しでも世の中のお役に立てるよう、私が死んだらこれら

の財産一切を慈善団体Ａに寄付したいと思っております。このような遺言

をすることはできますか。」 

回答者「もちろん、そのような遺言をすることはできます。ただ「財産一切を慈

善団体Ａに寄付する」という内容が、必ずしもそのとおりになるとは限り

ません。というのも、相続人である息子さんは、〔        〕か

らです。そのようにできるのは、被相続人の財産処分の自由を保障しつつ

も、相続人の生活の安定及び財産の公平分配をはかるためです｡」 

（下書用）                                                                             10                                             15 

               

               

               

 
  



伊 藤 塾 

 
-47- 平成24年度 

 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題47 

 

問題47 わが国の議会の運営に関する次の記述のうち、妥当なものはどれか。 

１ かつて国会では、官僚が政府委員として大臣の代わりに答弁するなど、政治

家の主体性が問われる事態が見られたため、1990年代末に、政府委員制度が廃

止されるとともに、いわゆるクエスチョン・タイム制が導入されたが、この制

度では、野党第一党の党首以外には与党党首（首相）との討論の機会がない。 

２ 国会における立法については、これまでは官僚が法案を作成し、内閣提出法

案として提出されることが多かったが、1990年代からは議員提出法案が増加傾

向にあり、特に法案成立率では例年、内閣提出法案を上回るようになっている。 

３ 議員が所属する政党の決定に拘束される党議拘束は、法律上、参議院の審議

には及ばないと定められているにもかかわらず、実際には党議に反する行動は

困難であるため、議員の自由な発言や議論を阻害する場合があることが指摘さ

れている。 

４ 自治体議会では、審議の活性化を図るため、近年、本会議における質疑を一

問一答方式に変える議会が増えており、議会基本条例を制定して、首長や執行

機関の職員に、議員の質問に対して反問する権利を認める議会が現れている。 

５ 自治体では一種の大統領制がとられ、原則として首長が予算案以外の議案を

議会に提出できないことから、首長が事務執行等のため条例制定などを必要と

する場合は、便宜上与党の議員を通じて提案している。 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -48- 

 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題48 

 

問題48 近現代の日本の汚職・政治腐敗などの疑獄事件に関する次の記述のうち、明ら

かに誤っているものはどれか。 

１ 外国製の軍艦や兵器の輸入をめぐる海軍高官の汚職事件であるジーメンス事

件が発覚すると、都市民衆の抗議運動が高まり、山本権兵衛内閣は退陣するこ

ととなった。 

２ 日本社会党・民主党・国民協同党の三党が連立した片山哲内閣の枠組を引き

継いだ芦田均内閣は、広く政界からＧＨＱまで巻き込んだ疑獄事件である昭和

電工事件により、退陣した。 

３ 造船疑獄事件で、吉田茂内閣への批判が強まるなか、鳩山一郎ら自由党反吉

田派は離党して鳩山を総裁とする日本民主党を結成した。同年末に吉田内閣は

退陣し、鳩山内閣が成立した。 

４ 航空機売り込みをめぐる収賄容疑で、現職の首相である田中角栄が逮捕され

たロッキード事件が起きた。そのため、与党の自由民主党内で「田中おろし」

がなされ、田中内閣が総辞職して福田赳夫内閣が成立した。 

５ 消費税導入を実現した竹下登内閣は、おりからのリクルート事件の疑惑のな

かで退陣した。これを受け継いだ宇野宗佑内閣も、参議院選挙での与党大敗を

受けて退陣することとなった。 

  



伊 藤 塾 

 
-49- 平成24年度 

 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題49 

 

問題49 諸外国における革命および憲法に関する次の記述のうち、妥当なものはどれか。 

１ イギリスでは、1689年に、議会がまとめた「権利の宣言」を国王が受け入れ

る名誉革命がなされた。議会は同年に、この宣言を「イングランド人権宣言」

として制定した。 

２ 1776年に北アメリカ北東部のイギリスの13植民地が独立宣言を発表した。さ

らに、その後、フィラデルフィアの憲法制定会議で合衆国憲法が制定された。 

３ フランスでは、1789年に国民議会で人権宣言が採択された。この宣言は、す

べての人間の自由・平等、主権在民、言論の自由、生産手段の国有化など、近

代市民社会の原理を主張するものであった。 

４ 1917年にはロシアで社会主義革命が起きた。ロシア・ウクライナ・ベラルー

シ・ザカフカースの４ソヴィエト共和国は連合して、単一主権制のソヴィエト

連合人民共和国を建国し、新憲法が公布された。 

５ ドイツでは、1919年にボンで開かれた国民議会で、民主的な憲法であるボン

基本法が制定された。1933年のナチス党のヒトラーの政権掌握までの共和国は、

ボン共和国と呼ばれる。 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -50- 

 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題50 

 

問題50 近現代の日本の不況に関する次の記述のうち、妥当なものはどれか。 

１ 第一次世界大戦と第二次世界大戦の戦間期にロンドンのシティで始まった世

界恐慌のなかで、政府は旧平価での金輸出解禁を断行したところ、日本経済は

金融恐慌と呼ばれる深刻な恐慌状態に陥った。 

２ 第二次世界大戦後の激しいインフレに対して、徹底した引き締め政策を実行

するシャウプ勧告が強行された。これによりインフレは収束したが、不況が深

刻化した。しかし、その後のベトナム特需により、日本経済は息を吹き返した。 

３ 第一次石油危機による原油価格の暴騰などにより、狂乱物価と呼ばれる激し

いインフレが発生した。政府は円の切り下げのために変動為替相場制から固定

為替相場制へ移行させ、輸出の拡大で不況を乗り切ることを目指した。 

４ 先進５カ国財務相・中央銀行総裁会議での協調介入に関するプラザ合意を受

けて円高が加速し、輸出産業を中心に不況が一時深刻化した。しかし、その後

には内需拡大に支えられた大型景気が訪れた。 

５ 消費税が５％に引き上げられた後、その年の夏以降にはリーマン・ショック

と呼ばれる世界経済危機が発生し、日本経済は深刻な不況となった。大手金融

機関の経営破綻が生じ、公的資金投入による金融機関救済が進められた。 

  



伊 藤 塾 

 
-51- 平成24年度 

 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題51 

 

問題51 企業の独占・寡占に関する次のア～オの記述のうち、妥当なものの組合せはど

れか。 

ア ビール、乗用車、携帯電話サービスなどは、少数の大企業に生産が集中する

寡占化が進んでおり、国内の市場占有率は、近年上位３社で６割を超えている。 

イ コンツェルンとは、同業種の企業が合併し、さらなる規模の利益を追求する

行為をいい、独占禁止法では原則として禁止されている。 

ウ カルテルとは、生産量や価格などについて、同一産業内の各企業が協定を結

んで利潤率の低下を防ぐ行為をいい、独占禁止法では原則として禁止されてい

たが、企業の経営環境の悪化を背景として、近年認められることとなった。 

エ 独占禁止法により、持ち株会社の設立は当初禁止されていたが、その後の法

改正により、その設立は解禁された。 

オ 公正取引委員会は、独占禁止法に違反する行為について調査する役割を担う

が、行政処分をなす権限は与えられていない。 

１ ア・エ 

２ ア・オ 

３ イ・ウ 

４ ウ・オ 

５ エ・オ 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -52- 

 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題52 

 

問題52 防災政策に関する次のア～オの記述のうち、妥当でないものの組合せはどれか。 

ア 災害対策は、1960年代初頭に制定された災害対策基本法に基づくもので、災

害予防、災害応急対応、災害復旧・復興の各段階において総合的な対策を講ず

ることが重要とされ、国が防災基本計画、都道府県・市町村が地域防災計画を、

それぞれ策定することが義務付けられている。 

イ 近年では、発生の頻度は低いが、発生すると大規模な被害をもたらす「低頻

度巨大災害」への対応が課題となっており、被害をゼロにするという意味での

「防災」ではなく、被害を少なくする「減災」の発想が重要であると指摘され

ている。 

ウ 被災者救済に関しては、個人資産への補償は行わないとの方針がとられてい

るため、被災者生活再建支援法では、被災者の生活再建に対する公的補助は行

われているが、住宅の建設、補修等の再建方法に応じた公的補助は制度化され

ていない。 

エ 東日本大震災からの復興を図るため、国では東日本大震災復興特別区域法を

制定し、被災自治体が各種の計画を策定することによって、規制・手続等の特

例、土地利用再編の特例、税制上の特例、財政・金融上の特例などの適用を受

けられる仕組みをつくった。 

オ 東日本大震災の被災地の復興を図るため、総務省に復興庁が設置され、復興

に関する行政事務は、本来は他省庁の所管に属する事務を含めて、原則として

一元的に処理することとされ、復興交付金も復興庁が決定・交付するものとな

っている。 

１ ア・イ 

２ ア・ウ 

３ イ・エ 

４ ウ・オ 

５ エ・オ 

  



伊 藤 塾 

 
-53- 平成24年度 

 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題53 

 

問題53 日本の雇用・労働に関する次の記述のうち、妥当なものはどれか。 

１ 労働契約は期間を定めないものが原則とされているが、嘱託、臨時、パート

などの非正規雇用に限り、上限１年の期間雇用が法律で認められている。 

２ 賃金の支払いは通貨で行うのが原則であるが、通貨に類似する商品券等での

支払いも通貨に類するものとして、法律で認められている。 

３ 民間部門における雇用契約の締結にあたり、年少者の場合とは異なり、高齢

者の雇用を制限する法律はない。 

４ 低賃金法では支払うべき賃金の 低水準が定められているが、この水準は

物価等を考慮して、市町村ごとに規定されている。 

５ 警察職員は、労働三権のうち、団結権のみ認められているが、団体交渉権や

団体行動権は認められていない。 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -54- 

 
 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題54改題 

 

問題54 個人情報保護法＊に関する次の記述のうち、妥当なものはどれか。 

１ 個人情報取扱事業者が、5000人分を超える個人情報を漏えいした場合には過

料に処せられるが、5000人分以下の個人情報を漏えいした場合には過料に処せ

られることはない。 

２ 個人情報取扱事業者は、個人情報を漏えいする事故を起こした場合には、そ

の漏えいした個人情報の質や量の多寡にかかわらず、できるだけ速やかに個人

情報保護委員会に届け出なければならない。 

３ 個人情報取扱事業者が、あらかじめ本人の同意を得ることなく利用目的の範

囲を超えて個人情報を取り扱った場合に、当該行為について発せられた個人情

報保護委員会の命令に違反したときは、処罰の対象になる。 

４ 個人情報取扱事業者である法人の従業者が、当該法人の業務における個人情

報の取扱いに関して個人情報保護委員会に虚偽報告をした場合、当該従業者個

人が罰せられることはあっても、当該法人が罰せられることはない。 

５ 民間部門における個人情報の違法な取扱いに対する制裁は、この法律で設置

された自主規制団体に委ねられており、個人情報取扱事業者は、この法律の違

反について関係団体等から除名等の制裁を受けることがある。 

（注） ＊ 個人情報の保護に関する法律 

  



伊 藤 塾 

 
-55- 平成24年度 

 
 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題55改題

 

問題55 個人情報保護法＊の個人情報の範囲に関する次の記述のうち、妥当なものはどれ

か。 

１ 個人情報保護法は、原則として生存者の個人情報を守るものであるが、死者

の情報であっても、それが、同時にその遺族の個人情報でもある場合には、個

人情報に含まれるものと解している。 

２ 個人情報保護法では、氏名のような基本的な情報は、一般に流通することが

予定されているため、個人情報には含まれないと解されている。 

３ 個人情報保護法では、思想や病歴などに関する個人情報について、いわゆる

要配慮個人情報として他の個人情報に比べて特に慎重な取扱いをする旨の規定

を置いていない。 

４ 個人情報保護法では、前科情報は公共の利益に関わるものであるから、個人

情報に含まれないと解されている。 

５ 個人情報保護法の個人情報とは、情報そのもので個人が識別されるものでな

ければならず、他の情報と容易に照合することによって、特定個人を識別でき

る情報を含まない。 

（注） ＊ 個人情報の保護に関する法律 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -56- 

 
 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題56改題 

 

問題56 近の情報通信分野に関する次のア～オの記述のうち、明らかに誤っているも

のの組合せはどれか。 

ア クラウド・コンピューティングとは、ネットワーク上にあるサーバ群（クラ

ウド）を利用することから命名されたコンピュータネットワークの利用形態で

あり、クラウドの中に閉じた通信であるので、もっとも強固なセキュリティを

確立したといわれている。 

イ マイナンバー制度とは、個人番号を利用し、行政機関等相互間で安全かつ効

率的に情報連携を行うための仕組みを整備しようとするものであるが、個人情

報保護の観点からの問題を指摘する反対論が強く、政府による検討段階には依

然として至っていない。 

ウ スマートフォンは、汎用的に使える小型コンピュータという点で、パソコン

と同様の機能を有する。従来の携帯電話と呼ばれてきた端末も広義ではコンピ

ュータであるが、汎用的に自由度の高い使い方ができるものではなかった。 

エ デジタル・ディバイドとは、身体的又は社会的条件の相違に伴い、インター

ネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に

生じる格差のことである。 

オ 現在、ＩＣカードは、国内において公共、交通、決済といった広い分野のサ

ービスで普及しており、その例として、マイナンバーカード、ＩＣ旅券、

Taspoなどがあげられる。 

１ ア・イ 

２ ア・オ 

３ イ・ウ 

４ ウ・エ 

５ エ・オ 

  



伊 藤 塾 

 
-57- 平成24年度 

 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題57 

 

問題57 地方公共団体の行政機関における個人情報の保護に関する次のア～オの記述の

うち、誤っているものの組合せはどれか。 

ア 行政機関個人情報保護法＊１の一部の規定は、国の行政機関のみならず、地

方公共団体の行政機関に対しても適用される。 

イ 個人情報保護法＊２において基本理念を掲げる規定は、地方公共団体の行政

機関に対しても適用される。 

ウ 地方公共団体は、法律の委任を受けずに、個人情報の保護に関する条例を定

めることが可能であり、また、その内容は、地方公共団体ごとに異なってもよ

い。 

エ 地方公共団体は、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必

要な措置を講ずるように努めることが、個人情報保護法上求められている。 

オ 地方公共団体は、個人情報の保護に関する条例を定めることが可能であるが、

その職員に対する処罰については独立行政法人等個人情報保護法＊３が適用さ

れる。 

１ ア・イ 

２ ア・オ 

３ イ・ウ 

４ ウ・エ 

５ エ・オ 

（注） ＊１ 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 

    ＊２ 個人情報の保護に関する法律 

    ＊３ 独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律 

  



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -58- 

 

Date 

/ 
 

Date

/ 
 

Date

/ 

  
平成24年度 問題58 

 

問題58 本文の後に続く文章を、ア～オの記述を並べ替えて作る場合、順序として適当なも

のはどれか。 

 どんな場合でも、根拠は多い方がいいのかというと、そうは問屋が卸さない。一つ一つの根拠

が、独立して見れば正しくても、それらが併せあげられることで、根拠間で不両立が生じてしま

うからである。（中略） 

 例えば、このような議論はどうだろうか。日本の商業捕鯨再開に反対する人が、その根拠とし

てあげたものである。 

ａ「鯨は高度の知能をもった高等な哺乳類である」 

ｂ「欧米の動物愛護団体の反発を招き、大規模な日本製品の不買運動が展開される恐れがある」 

 レトリックでは、ａの型の議論を「定義（類）からの議論｣、ｂの型の議論を「因果関係から

の議論」と呼ぶ。そして、同一の主題について、同一の論者が、同時にこの二つの議論型式を用

いるとき、それはしばしばその論者の思想に不統一なものを感じさせる。 

 具体的に説明しよう。ａの議論では、何よりも、鯨が人間に近い高等な生き物であるからこそ、

捕鯨に反対する。つまり、鯨とはどのような生物かという性格づけをその根拠としている。この

場合、捕鯨再開がもたらす結果は、考慮の埒外にある。それが外国の非難を浴びようが、あるい

は歓迎されようが、そんなことは関係ない。鯨が高等生物であるがゆえに、食料にする目的で捕

獲してはいけないと言っているのである。 

 これに対し、ｂの議論は、鯨のことなど問題にしてもいない。それはただ、商業捕鯨再開が招

きかねない経済的制裁を憂慮しているにすぎない。だから、もし捕鯨再開に対して何の反発も起

きないのであれば、鯨などいくら獲ってもかまわないということになる。 

 このように、ａの議論とｂの議論の背後には、それぞれ独自の哲学・思想があり、それがお互

いを否定し、また不必要なものとする。 

（出典 光文社新書 香西秀信「論より詭弁 反論理的思考のすすめ」より） 

ア 本質論に立つａからすれば、ｂのようなプラグマティックな考えはむしろ排斥し

なければならないからだ。 

イ したがって、説得力を増す目的で、ａの議論にｂの議論を加えることは、かえっ

てａの議論の真摯
し ん し

さに疑いをもたれる結果となろう。 

ウ ｂの議論にとって、捕鯨が正しいかどうかということは何の関係もない。 

エ これにａの議論が加われば、いかにも取って付けたような印象が残るだけである。 

オ 逆に、ｂの議論にａの議論を付け加えたとき、それはまったく無関係な、不必要

なことをしているのである。 

１ ア－ウ－エ－オ－イ 

２ ア－オ－イ－エ－ウ 

３ イ－ア－オ－ウ－エ 

４ イ－ウ－ア－エ－オ 

５ ウ－イ－ア－オ－エ  



伊 藤 塾 

 
-59- 平成24年度 

 

Date

/ 
 

Date

/ 
 

Date 

/ 

  
平成24年度 問題59 

 

問題59 本文中の空欄に入るものとして適当なものはどれか。 

 「カフェ」という催しが静かに浸透してきています。「カフェ」といっても喫茶店のことではありません。「サ

イエンス・カフェ」とか「哲学カフェ」「アートカフェ」といった類の、少人数でおこなうディスカッションの会

のことです。市民が三々五々集まり世情について自由に論議し、その議論を活字化するあのジャーナリズムの原

型とも言うべきものを生んだ、英国のコーヒーハウスにちなんで、そう名づけられたとされています。 

 じつはわたしも一五年ほど前から「哲学カフェ」なるものを、町なかの集会所で、あるいはお寺の一室を借り

て、そしてときにじっさいに喫茶店でもやってきました。何について議論するかは、集まった顔ぶれでその場で

決める。そしてテーマに即して、誰かがまずじぶんの経験を、そしてその解釈を語りだしたあとは、それを糸口

に延々三時間から五時間、あれこれ話しあう。ルールは単純です。たがいに名を名乗るだけで所属も居住地もあ

きらかにしない、人の話は 初から 後まできちんと聴く、他人の著書や意見を引きあいに出して長々と演説を

しない、この三つだけです。研究室の同僚や大学院生がそれぞれにやってきた分まで数えあわせると、もう数百

回になるでしょうか。 

 ある日、もっとも年配の参加者が 後にぽつりと口にした言葉が忘れられません。司会をしていた大学院生が

まとめに窮しているときに、そのご老人がたまらず口をはさみました。「まとめんでいい。知りあいでもない孫の

ような歳の子とこんなに長く『家族とは何か』ということをまともに話しあったというだけで満足や｣、と。 

 よく考えてみれば、自由社会と言いながら、たがいに見ず知らずの老若男女が「他人のことが分かるというの

はどういうことか？」「正しいとはどういうことか？」などについてほとんど正面から議論する経験をもたずにき

た、ということじたいがへンなのです。 

 むかし、まだ大学院生のころ、学区の婦人会の人に頼まれて、数年間、読書サークルのリーダーをやったこと

があります。哲学カフェでもそうなのですが、会が始まるまではお菓子を口にしながら雑談に興じていた面々が、

「それじゃ始めましょうか」という一メンバーの声によって、別の水準に身を置きなおす。それは、ふだんのた

がいの関係をいったん解除する合図であり、その一言で不思議なことに言論のチャンネルがぱたっと変わる。そ

う、口ぶりまで変わるのです。かつて武士が刀を外し、庭側にある小さな躙
にじ

り口から身をかがめて入るという茶

席での作法も、そのようにみずからの身柄や属性を解除する意味をもっていたのだと想像されます。 

 「市民」になるというのも、そういうことではないのでしょうか。「市民」とは住民でも国民でもない。縁とか

しがらみとか制度とかを超えた次元にみずからを置きなおして、ことがらに即した議論をするということ、じぶ

んにいま見えている世界を他者のいまいる場所から見えている世界と照合し、それらを摺りあわせるなかで、「公

論」（パブリック・オピニオン）形成への通路を見いだすこと。これは、「ニュースショー」という名でじつは

「民衆感情」（ポピュラー・センチメント）をなぞっている、あるいは煽っているにすぎない報道メディアには流

されない、そのようなまなざしの定点をもつことなのです。（中略） 

 問題のコアにあるものについて議論するに先立ち、まずは土俵を埋めると言ったらいいのでしょうか、共通な

話題を探して、そのあたりでひとしきりたがいを撫であったあとでいよいよ本題に入っていくというのが、これ

までわたしたちがなじんできた対話の作法でした。いまわたしたちに必要なのは、そうではなくて、  、

そのような作法なのではないかと思うのです。 

（鷲田清一『語りきれないこと－危機と傷みの哲学』より） 

１ 身柄や属性を離れて、市民であるという自覚が、たがいの世界を積極的に示すことで生まれるような議論

を目指す 

２ 共通した結論に至ることを 重要な課題として、たがいの共通性を認めあう議論を前提とする 

３ 年齢や職業などさまざまである人々がそれぞれの立場を超えた形で行う、ナチュラルな議論を設定する 

４ 早急に結論をまとめることはせず、市民層へ幅広く広がっていくことが期待できるような議論を試みる 

５ たがいに見知らぬ者どうしが、見知らぬままでともに直面している問題について公共的な議論を交わす 



行政書士 年度別過去問 

 

 
問 題 -60- 
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/ 
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平成24年度 問題60 

 
問題60 本文は、川端康成の小説『伊豆の踊子』に関する文章である。 

 伊豆を徒歩旅行中の主人公（旧制第一高等学校の学生）は旅芸人の踊子達と道連れとなった。 

 冒頭に引用されている場面（下線を施した部分）は、別々の宿に泊まった翌朝、朝風呂に入って主人公を対

岸の共同浴場から見つけた踊子の様子を描いたものである。 

 本文中の空欄 Ⅰ ～ Ⅳ に当てはまるものの組合せとして、適切なものはどれか。 

仄暗い湯殿の奥から、突然裸の女が走り出して来たかと思ふと、脱衣場の突鼻に川岸へ飛下りさうな格好で立ち、両手を

一ぱいに伸して何か叫んでゐる。手拭もない真裸だ。それが踊子だつた。若桐のやうに足のよく伸びた白い裸身を眺めて、

私は心に清水を感じ、ほうつと深い息を吐いてから、ことこと笑つた。子供なんだ。 

 （中略）主人公が、コトコト笑った背景を確認しておこう。 

 今から八○年も前の話。旅芸人は、かなり差別的に扱われ、この話も、踊子は、時に身を売ることだってある、という設定

で書かれている。事実、「茶店の婆さん」も、主人公に向かって、踊子たちは、「お客があればあり次第、どこにだつて泊るん

でございますよ」と、ずいぶんなことを平気で言っている。 

 その婆さんの「甚だしい軽蔑を含んだ」言葉に、主人公は、「それならば、踊子を今夜は私の部屋に泊らせるのだ」と、義

憤にかられたりする。一晩だけでも、守ってやるつもりなのである。けれども、踊子は、ほかの芸人たちと共に宿屋の座敷に

呼ばれ、三味線にあわせて、太鼓をたたき続ける。その太鼓の音がとだえ、夜が静まりかえると、主人公は、「踊子の今夜が

汚れるのであらうか」と思って、悶々とするのである。 

 そして、明けた朝。 

 主人公は、旅芸人の一行の男と、一緒に風呂に行く。そのあとに、前に引用したシーンが続く。 

 それで、主人公は、自分が想像していたことなど、まったく起こらなかったことを瞬時に悟るのである。「子供なんだ」と

いう思いには、主人公の、安堵をはじめとした、さまざまに重なる気持ちがこもっている。 

 その思いで、主人公は、「ことこと笑つた」のである。（中略） 

主人公が、「けたけた」笑ったらどうか。これはどうも、ちょっと軽すぎる。踊子のことを何かバカにしているようなニュア

ンスさえ感じる。 

 「けらけら」笑ったらどうか。明るい感じは、よい。好意も感じる。しかし、明るすぎないか。落ち着きがない。ちょっと

品もない。 

 「からから」笑ったらどうか。朗らかである。心地よい。これは、悪くない。けれども、やはり明るすぎる。快活すぎる。

主人公の、 Ⅰ は何だったのか、といぶかしくなる。 

 「あはあは」も同じ。無邪気だが、明るすぎ。（中略） 

 「ころころ」笑ったらどうか。これは、かなり近い。悪くない。しかし、ちょっと幼すぎるのではないか。 

 「がはがは」「げたげた」「げらげら｣。論外。声が大きすぎ。品もなさすぎ。 

 今までのところから得られるのは、軽く、明るく、しかし、はじけすぎず、 Ⅱ を表わしている、というところであろう。 

 もう少し、考え続けてみる。 

 「にこにこ」笑ったらどうか。これも悪くない。踊子への、優しいまなざしを感じる。しかし、まあ、ありきたりである。

また、これは、踊子への直接的なまなざしは表現できるが、 Ⅲ が､どこか感じられない。また、これには、声がない。 

 「くすっ」と笑ったらどうか。これも悪くない。優しいまなざしと、好意。けれども、これでは、瞬間的すぎる。 Ⅳ が

表現しきれていない。この点、「にこっ」と笑う、も同じである。 

（小野正弘『オノマトペがあるから日本語は楽しい 擬音語・擬態語の豊かな世界』より） 

ア 穏やかな好意 

イ あの悶々とした気持ち 

ウ 自分でも押さえきれないほど、こみ上げてくる笑い 

エ 自省というか、内観というか、とにかく、自分自身の気持ちの深まり 

 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

１ イ ア エ ウ 

２ イ ウ エ ア 

３ エ ア イ ウ 

４ エ ウ ア イ 

５ エ ウ イ ア  


